
～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
400 400

1

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

送迎保育利用者数
人

3,000

1 1

3,000 3,000
1,906 1,906

各年度の延べ利用人数 3,392 1,446 881

400
169 169

各年度の延べ利用人数 316 169

各年度の送迎保育室の開室数

病児・病後児保育利用者数

1 1
1

13

1

282
285 285

各年度の病児・病後児保育室の実開室日数 178 110 14
活
 

動
 

指
 

標

①
病児・病後児保育室の実開室日数

日
282 289

②
送迎保育室の開室数

所
1

③

対
象
指
標

①
保育所の入所申込者数

人
2,700 2,700

②

2,700

0

46,204

受益者負担率（⑩÷⑤）

569

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

11,771 15,389 17,379 61,593

2.45%

2,3961,993 2,644

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,400 2,400
各年度の延べ利用申込者数

5.01人

1,949

0.98% 0.13% 0.04% 0.54%

吉川市単独

43,3232,133 43,323 37,831

56,825 69,433

69,734 82,342

286 45 26 △ 260 375

0

5,492

0.25人 0.71人 0.27人 5.72人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

4,910

1/3 1/3 1/3 1/3

6,770 9,255 13,179 7,624

4,149 45,272 39,780 45,800

1,949 2,477

0

2,4772,016

5.72人 5.72人

36,542

1,942 5,492 45,800

4,910

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

4,106 4,203 5,345 4,910 707

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304102

①市内医療機関に委託し、病児・病後児の一時預かりを実施
する。
②市内で認可保育所を運営する社会福祉法人に委託し、送
迎保育を実施する。
③民間認可保育園協議会と保育の質向上PTを設置し、保育
スケール検討、研修、巡回支援、改善発表会等を実施する。

△ 1,631 7,624 7,624

23,216 29,133 35,948 74,153

21,274 23,642 31,799 28,881 5,240

0

45,020

1,942

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

375

0.46%

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 一部委託 一部事業を民間に委託

30410601 病児・病後児保育の利用者の決定

23,934

30410701 送迎保育事業者認定

43,323

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①認可保育施設
②保育を必要とする児童と保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 就学前児童・保護者

①認可保育施設の保育の質が向上する。
②保育を必要とする児童の保護者が安心して就労等ができ
る。

対象年齢

平成30年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 2歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育充実事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 保育充実事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

１　病児・病後児保育室の概要

　(1)　内容　病中又は病気回復期の園児を病院内に設置した保育室で一時的に保育を行う。

　(2)　設置場所　埼葛クリニック内

　(3)　保育時間　月～土　午前8時～午後6時

　(4)　対象　市内在住又は市内の保育施設、小学校等に通う生後3か月から小学校3年生までの児童生徒

２　送迎保育の概要

　(1)　内容　やむ得ない理由により在籍保育所の開所時間内に送迎が難しい保護者を対象に在籍園と送迎拠点を送迎する。

　(2)　設置場所　コビープリスクールよしかわステーション

　(3)　対象　市内認可保育所に通う満1歳以上の児童で、保育標準時間認定で延長保育を利用しており、開所時間内の送迎が難しい保護者

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

保育所の入所申込者数

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

病児・病後児保育事業については、民間が実施することは可能であるが、採算性の高い事業ではないため、市が引
き続き役割を果たす必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・サービスの利用手続きの電子申請化など利便性の向上を図る。
・保育所巡回支援など保育の質向上の取組を引き続き進めていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

送迎保育利用者数②

若干減少している

94.59%
令和元年度

★★★★★ ★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

令和2年度に要綱改正を行い、送迎保育の対象に令和3年度から小規模保育事業所を加えた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

病児・病後児保育事業は、新型コロナウイルス感染対策の影響から在
宅勤務等就労形態が変化しており、家庭保育が可能となる保護者が増
えたことが伺える。

病児・病後児保育事業の利用者が減ることで、相談支援など他の役割
の充実を検討する機会が得られる。

関連：「１．効率的な行政運営➊業務の標準化・最適化」、「２．効果的な公共サービス❷市民の利便性向上」
病児・病後児保育室の申請等について令和3年度中に電子申請化を図る。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

病児・病後児保育及び送迎保育については、事業費の大部分を人件費が占めてお
り、適正化の余地は少ない。

病児・病後児保育については、事業内容を周知することで利用者の増加が見込める
ため、成果向上の余地はある。
病児・病後児保育、送迎保育を実施することで、子育て支援の充実につながり、総合
振興計画、総合戦略など上位施策への貢献度は高い。

達成された

達成度が低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 送迎保育室の開室数

上位施策へ
の貢献度

280.88%

達成された
113.07%

★★★★★

48.20%

30,948.78 円 11,648.53 円 11,018.67 円

成果
指標

29.37%

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
病児・病後児保育は、病気又は病気回復期にあり、保育所等での集団保育が困難な児童を一時的に預かることで、
やむを得ず保護者の就労等により保育を必要とする児童の保育が行えるとともに、保護者の子育て支援につなが
る。また、送迎保育については、保護者の保育所選択の幅が広がり、保育サービスの利便性向上につながるもので
あり、対象・手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

・サービスの利用手続きの電子申請化など利便性の向上を図る。
・保育所巡回支援など保育の質向上の取組を引き続き進めていく。

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がかなり低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 利用者支援事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成29年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 3歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育充実事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①保育施設の入所申込をする児童及び保護者
②保育施設の入所待機となった児童及び保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99

児童と保護者の希望に合った保育につながる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 直営

336

2,954

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304103

保育コンシェルジュを保育幼稚園課内に1名配置し、保護者
に対し、①保育施設や保育サービスの利用に関する情報提
供及び相談、②保育所等に入所できなかった方への情報提
供及び相談を行う。

90 940 940

10,117 10,376 11,961 6,028

1,885 2,177 1,036 714 △ 1,463

0

△ 4,349

8,232

940

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

621 696 1,359 786 90

10,925 5,313 △ 2,886 5,739

2,359 2,785

0

2,7852,552

0.39人 0.39人

36

8,232 8,199 5,739

940

1/3 1/3 1/3 1/3

667 696 1,359 786

1.06人 0.39人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

△ 0.67人

2,359

吉川市単独

2,9548,373 2,954 △ 5,245

4,195 3,895

6,075 5,775

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,468 1,468
翌年4月1日の保育施設入所児童数

1,551

0

△ 4,529

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

8,829 8,984 9,237 4,456

1,4341,361 1,423

6

人
1,489 1,551

②

450
450 450

各年度の窓口等における相談件数 897 431 397
活
 

動
 

指
 

標

①
相談件数

件
170 170

②

10

897 431 397

保育施設の入所待機となった児童数 0
0 0

国の基準による翌年4月1日の待機児童数 8 3

Ｄ

保育施設の入所待機となった児童の保護者との相談件数
件

170

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

正職員投入人員

人
0 0

170 450
450 450

投

入

資

源

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②
各年度の窓口等における相談件数

③

対
象
指
標

①
保育施設入所児童数

8,199

1.06人 1.06人

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ
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民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

１　令和2年度の相談実績

２　保育コンシェルジュの概要

　（１）配置人数　1人

　（２）目的

保育コンシェルジュは、就学前児童の預け先に関する保護者の相談に応じ、認可保育所のほか、一時預かり事業など保育サービス等について

情報を提供し、保護者のニーズと保育サービス等を適切に結びつけることを目的とする。

　（３）機能

ア　保育サービス等に関する相談業務

イ　保育所に入所できなかった保護者の支援

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

減少している

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

妥

当

性

達成された

527.65% 253.53%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
保育の提供主体である市が、保育を必要とする保護者・児童に対して、専門相談員が保育サービスに関する総合的
な案内や相談業務を行うことで、保護者ニーズに対応した適切なサービスにつなげることが可能となることから、対
象・手段、意図は適切である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

88.22%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

★★★★

令和2年度種別

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業に係る費用は最低限の人件費のみであり、コスト改善の余地は無い。
相談業務は、保育サービス等の提供に当たり市が実施する利用調整に関係する事
務事業であるため、受益者から負担を徴収すべきものではない。

保育コンシェルジュの相談支援を周知することで、利用者の増加が見込め、成果向上
の余地はある。
保育コンシェルジュによる相談業務を行うことで、保護者ニーズに対応した適切な
サービスにつなげることが可能となることから、上位施策に寄与する事務事業であ
る。

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 相談件数

上位施策へ
の貢献度

57.64%
増加している

達成された
★★★★★

4,203.34 円

成果
指標

保育施設の入所待機となった児童数①

若干減少している

98.09%
令和元年度

評価不可 評価不可

　　  あり　　      なし

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

単位当たり
コスト

変動率

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成30年度からコンシェルジュの配置時間を増やした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

今後児童数が減少傾向となる。 教育・保育無償化制度が始まったことで、保護者の経済的負担軽減と
児童に必要とする保育を行えるようになった。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

7,433.76 円 7,291.84 円

   改善のうえで継続

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（減少目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

保育施設入所児童数
532.37%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

保育の実施主体である市が、保育を必要とする保護者・児童に対して、専門相談員が保育サービスに関する総合的
な案内や相談業務を行うことは、役割分担として適切である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

区分

効

率

性

評価不可

件数

保育所入所に関する相談 14

幼稚園等に関する相談 382

待機者向けの相談 1

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
0 0

8

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

保育士不足で定員受入のできない保育所数
人

0

23 34

0 0
0 0

各年度末の保育士不足で定員受入のできない保育所の数 2 1 1

0
0 0

翌年4月1日現在の入所待ち児童数 8 3

保育所見学会の開催数
回

3 3 3

各年度の保育実習の受入人数（公立・民間）

入所待ち児童数

10 25
35

8

35

12
12 12

各年度の利用調整会議を開催した回数 12 12 12
活
 

動
 

指
 

標

①
利用調整会議の開催回数

回
12 12

②
保育実習の受入人数

人
1

1 1
各年度の保育所見学会の開催数 2 3 0

③

対
象
指
標

①
私立認可保育園の数

所
12 12

②
保育所の入所申込者数

人
2,700

各年度の延べ利用申込者数 1,993 2,644 2,396

12

0

△ 6,120

受益者負担率（⑩÷⑤）

248,793

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

381,785 328,022 354,962 321,902

21.54%

1212 12

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,700 2,700
2,400 2,400

12 12
各年4月1日現在の市内の私立認可保育園の数

△ 1.64人

0

17.74% 7.55% 9.20% 9.68%

吉川市単独

6,13519,353 6,135 △ 12,816

9,112

346,779 346,779

1,305,488 1,305,488

211,277 93,765 112,523 △ 98,754 126,402

0

18,951

3.05人 2.45人 2.45人 0.81人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

251,277

1/2 1/2 1/2 1/2

359,516 452,333 550,446 551,503

19,353 6,135 △ 12,816 6,135

0

3,351 9,112

0.81人 0.81人

1,290,241

23,686 18,951 6,135

251,277

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

165,085 199,166 243,569 237,185 38,019

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304101

社会福祉法人等に委託し、保育を提供する。

99,170 581,030 581,030

3,205 3,205 9,112

1,155,179 1,190,798 1,242,742 1,223,113

1,128,142 1,168,642 1,220,184 1,207,866 39,224

5,907

32,315

23,686

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

126,402

9.68%

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 全部委託 民間保育所の運営法人に委託

30410601 病児・病後児保育の利用者の決定

1,290,241

30410701 送迎保育事業者認定

6,135

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①私立認可保育園
②保育が必要な児童とその保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 就学前児童・保護者

児童の健全育成が図られ、保護者は安心して就労等ができ
る機会が提供される。

対象年齢

昭和48年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 47歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育委託事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 民間保育所保育委託事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度に市が委託する私立認可保育園

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（減少目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

保育所の入所申込者数
149.31%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法令等に基づき、保育に係る施策立案などは市が行い、保育提供については民間保育施設に委託して実施してお
り、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

入所待ち児童数①

減少している
77.70%

令和元年度

評価不可 評価不可

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

保育需要に適切に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

評価不可

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

国が定める公定価格により委託料を決定しているため、コスト改善の余地は少ない。
受益者負担額については、子育て世帯の経済的負担の軽減を考慮して国が定める
徴収基準額と比較して低く、今後、見直しが必要である。

保育士確保のための支援を進めることで、全ての保育所において定員通りの児童受
入が可能となるため、成果向上の余地はある。
美南地区などにおける子育て世代からの保育ニーズに対応することで、子育て支援
につながり、上位施策への貢献度は高い。

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 利用調整会議の開催回数

上位施策へ
の貢献度

113.35%
増加している

達成された
★★★★★

510,481.22 円 579,618.19 円 450,377.46 円

成果
指標

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
法令等に基づき、保育の実施主体である市が民間保育施設に委託して実施しており、対象・手段、意図は妥当であ
る。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

よしかわフラワー保育園

つつじ保育園

よしかわ杜の保育園

青葉保育園

よしかわエンゼル保育園

育暎保育園

吉川つばさ保育園

コビープリスクールよしかわみなみ

コビープリスクールよしかわステーション

かほ保育園

きらり美南保育園

吉川美南ちとせ保育園

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

所
11 12

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

延長保育実施保育園数
所

11 12 12
12 12

各年4月1日現在の延長保育を実施する私立認可保育園の数 11 12 12

12
12 12

各年4月1日現在の低年齢児保育を実施する私立認可保育園の数 10 12

低年齢児（0歳・1歳）保育実施保育園数

12

151,069
165,397 165,397

各年度の特別保育事業費補助金交付要綱に基づく補助金交付額 100,577 128,998 117,289
活
 

動
 

指
 

標

①
民間保育所特別保育事業費補助金

千円
130,137 151,069

②

③

対
象
指
標

①
私立認可保育園数

所
12 12

②

12

0

6,474

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

71,402 74,520 91,322 80,994

1212 12

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

12 12
各年4月1日現在の市内の私立認可保育園の数

0.50人

0

吉川市単独

5,5291,817 5,529 3,750

106,001 106,001

172,626 172,626

0

0

1,779

0.38人 0.23人 0.23人 0.73人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

47,754

1/3 1/3 1/3 1/3

6,356 14,054 27,098 18,623

1,817 5,529 3,750 5,529

0

0.73人 0.73人

167,097

2,951 1,779 5,529

47,754

施設型給付補助事業、地域型給付補助事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

26,667 43,715 60,933 47,893 4,178

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304104

低年齢児保育、障害児保育、一時預かり事業、延長保育等
を実施する私立認可保育園に対して補助を行う。

4,569 18,871 18,871

104,425 132,289 179,353 147,510

101,474 130,510 177,536 141,981 11,471

0

15,221

2,951

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 補助・負担等 一部補助

30410301 民間保育所特別保育事業費補助金交付

167,097

5,529

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

民間保育所特別保育事業を実施する私立認可保育園

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

私立認可保育園において、多様な保護者ニーズに対応した
保育サービスが提供され、保育の充実が図られる。

対象年齢

平成14年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 18歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育委託事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 民間保育所特別保育支援事業
所管部署名

事前評価日 令和3年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

１　民間保育所特別保育事業費補助金の補助対象

　 【補助対象事業】

低年齢児保育促進事業 日本スポーツ振興センター負担金設置者負担事業

アレルギー等対応特別給食提供事業 土曜日開所延長事業

障がい児保育事業 看護師配置事業

一時預かり事業 緊急情報メール配信サービス事業

延長保育対策事業 保育士宿舎借上げ支援事業

保育所医委託事業 保育士奨学金返済支援事業

職員研修事業

教材備品購入事業

児童用図書購入事業

年間行事事業

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

民間保育所特別保育事業費補助金
100.13%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

保育提供の実施主体たる市が各保育園に対して補助を行うことで、共通した保育サービス導入を促すことが可能に
なることから、本事務事業を担うのは市以外にない。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

低年齢児（0歳・1歳）保育実施保育園数①

若干減少している

98.77%
令和元年度

★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成30年度から「保育士宿舎借上げ支援事業」「保育士奨学金返済支援事業」を開始した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

関連：「２．効果的な公共サービス❷市民の利便性向上」に関連し、今後とも必要な事業である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、保育施設に補助を行うことで保育サービスの向上を促すことを目的
とし、定期的に対象事業を見直しを行っているため、コスト改善の余地は無い。また、
市が民間認可保育所に対して補助を行う事業であり、受益者負担の適正化の余地は
無い。

定期的に補助対象事業の内容を見直すことで、保育ニーズに応じた補助を行うことが
可能となるため、成果向上の余地はある。また、補助を行うことで民間認可保育園の
保育サービス導入を促すことにつながることから、上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 民間保育所特別保育事業費補助金

上位施策へ
の貢献度

122.64%
ほぼ変動していない

達成度がやや低い

90.91%

★★★

100.00%

1,257.66 円 1,038.26 円 1,025.51 円

成果
指標

100.00%

77.29% 85.39%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
市が民間認可保育所に対して補助を行うことで、各保育所において共通した保育サービス導入を促すことが可能と
なるとともに、保育の質向上につながることとなり、対象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

77.64%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 施設型給付事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成27年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 5歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

施設型給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①特定教育・保育施設
②就学前児童及び保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 5 就学前児童

特定教育・保育施設を利用する児童が、健やかな成長のた
めに適切な教育又は保育を受けられる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/41/4

執 行 方 法 全部委託 国で定めた公定価格に基づき給付

30410801 支給認定・利用者負担額決定

153,459

2,272

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304107

特定教育・保育施設を利用する児童の年齢、人数に応じた給
付費を保護者に支払う。ただし、代理受領の場合は、利用す
る特定・教育保育施設に給付費を支払う。

15,258 69,850 69,850

24,263 98,001 121,457 121,508

15,643 96,996 120,430 119,235 22,240

0

23,506

8,620

31,124

民間保育所保育委託事業、地域型保育給付事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

2,833 18,519 28,310 24,998 6,479

1,027 2,272 1,267 2,272

0

0.30人 0.30人

153,459

8,620 1,006 2,272

31,124

1/2 1/2 1/2 1/2

5,765 42,040 56,206 57,298

1,006

1.11人 0.13人 0.13人 0.30人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

0.17人

0

吉川市単独

2,2721,027 2,272 1,267

54,757 54,757

155,731 155,731

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

13 13
給付金を交付した施設数

6

0

1,769

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

15,665 37,442 36,941 39,212

84 6
対
象
指
標

①
施設型給付費対象施設数

所
5 4

②

1,350
1,860 1,860

各年度子どものための教育保育給付金の実績報告値 348 1,314 1,611
活
 

動
 

指
 

標

①
施設型給付費対象施設利用延べ児童数

人
300 1,764

②

③

117,722

122,565
153,459 153,459

各年度の施設型給付費 15,643 95,492

施設型給付費

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
11,330 120,279

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度の主な給付実績の内訳

実績額

99,722千円

13,667千円

749千円

440千円

1,436千円

795千円

413千円

499千円

施設名

吉川さくらの森

こどものもり

みさとさくらの森

栄光けやきの森

杉の子幼稚園

埼玉さくら幼稚園

付属越谷幼稚園

山梨学院幼稚園

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

116.00% 74.49%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
民間保育施設における保育の提供について、法令等に基づき、市がその運営費を民間保育所に支払うため妥当で
ある。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

119.33%
★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がやや低い

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

国が定める公定価格により給付費を支払うため、コスト改善の余地は無い。国徴収基
準に比べ低額な利用者負担額を徴収しており、今後利用者負担の在り方を検討する
ことで、受益者負担の適正化の余地はある。

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育施設に給付費を支払う事業
であるため、成果向上の余地は無い。認定子ども園等に対して施設給付費を支払
い、保育サービスの提供体制を確保することで、子育て支援につながっており、上位
施策への貢献度は高い。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 施設型給付費対象施設利用延べ児童数

上位施策へ
の貢献度

101.13%
増加している

達成された
138.07%

★★★★★

79.39%

75,423.66 円 69,721.81 円 74,582.23 円

成果
指標

96.05%
施設型給付費①

若干増加している

106.97%
令和元年度

★★★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

保育需要の状況に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

　

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

施設型給付費対象施設利用延べ児童数
146.23%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法令等に基づき、保育の実施を民間保育施設に委託することができるため妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

所
0 1

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

1
1 1

各年4月1日現在の標準時間を超えて保育を実施する認定こども園数 0 1

延長保育実施保育所数

1

14,285
14,593 14,593

各年度の補助金交付額 0 5,514 10,400
活
 

動
 

指
 

標

①
特別保育事業費補助金

千円
0 14,285

②

③

対
象
指
標

①
認定こども園数

所
0 1

②

1

0

3,424

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0 3,436 7,850 6,860

10 1

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1 1
各年4月1日現在の市内の認定こども園数

0.22人

0

吉川市単独

1,74279 1,742 1,665

6,607 6,607

16,335 16,335

0

0

77

0.01人 0.01人 0.23人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3

4,864

1/3 1/3 1/3

516 3,429 2,578

79 1,742 1,665 1,742

0

0.23人 0.23人

14,593

77 1,742

4,864

民間保育所特別保育支援事業、地域型保育補助事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

914 5,605 3,516 2,602

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304108

低年齢児保育、障害児保育、一時預かり事業、延長保育等
を実施する認定こども園に対して補助を行う。

2,062 4,864 4,864

0 4,866 16,884 12,954

0 4,789 16,805 11,212 6,423

0

8,088

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 補助・負担等 保育施設に対する一部補助

30410301 民間保育所特別保育事業費補助金交付

14,593

1,742

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

特別保育事業を実施する認定こども園

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

認定こども園において多様な保護者ニーズに対応した保育
サービスが提供され、保育内容の充実が図られる。

対象年齢

令和1年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 1歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

施設型給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 06

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 施設型給付補助事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

１　民間保育所特別保育事業費補助金の補助対象

　 【補助対象事業】

低年齢児保育促進事業 日本スポーツ振興センター負担金設置者負担事業

アレルギー等対応特別給食提供事業 土曜日開所延長事業

障がい児保育事業 看護師配置事業

一時預かり事業 緊急情報メール配信サービス事業

延長保育対策事業 保育士宿舎借上げ支援事業

保育所医委託事業 保育士奨学金返済支援事業

職員研修事業

教材備品購入事業

児童用図書購入事業

年間行事事業

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

特別保育事業費補助金

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

保育提供の実施主体たる市が認定子ども園に対して補助を行うことで、共通した保育サービス導入を促することが可
能になることから、本事務事業を担うのは市以外にない。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

延長保育実施保育所数①

令和元年度

★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

関連：「２．効果的な公共サービス❷市民の利便性向上」に関連し、今後とも必要な事業である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、保育施設に補助を行うことで保育サービスの向上を促すことを目的
とし、定期的に対象事業を見直しを行っているため、コスト改善の余地は無い。また、
市が認定子ども園に対して補助を行う事業であり、受益者負担の適正化の余地は無
い。

定期的に補助対象事業の内容を見直すことで、保育ニーズに応じた補助を行うことが
可能となるため、成果向上の余地はある。また、補助を行うことで認定子ども園の保
育サービス充実を図ることにつながり、上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 特別保育事業費補助金

上位施策へ
の貢献度

141.14%

100.00%

1,245.59 円 882.54 円

成果
指標

100.00%

38.60%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
市が認定子ども園に対して補助を行うことで、共通した保育サービス導入を促することが可能になるとともに、保育の
質向上につながることから、対象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

72.80%
★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度が低い

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
297,351 314,301

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

320,273
336,452 336,452

年間地域型保育給付費 291,217 278,179

地域型保育給付費

275,904

1,550
1,680 1,680

児童のための教育保育給付実績値 1,594 1,528 1,463
活
 

動
 

指
 

標

①
地域型保育利用児童数

人
1,584 1,692

②

③

対
象
指
標

①
地域型保育給付対象地域型保育実施施設数

所
7 8

②

8

0

△ 12,414

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

83,701 92,809 80,302 80,396

1010 7

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

10 10
給付金を交付した施設数

△ 0.30人

0

吉川市単独

6823,081 682 △ 2,335

96,683 96,683

337,134 337,134

0

0

3,017

0.23人 0.39人 0.39人 0.09人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

66,178

1/2 1/2 1/2 1/2

145,740 139,846 145,667 142,674

3,081 682 △ 2,335 682

0

0.09人 0.09人

336,452

1,786 3,017 682

66,178

民間保育所保育委託事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

64,946 58,919 57,281 54,157 △ 4,762

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304108

・地域型保育事業実施施設を利用する児童の年齢、人数に
応じた給付費を支払う。

2,828 174,273 174,273

294,387 291,574 283,250 277,227

292,601 288,558 280,169 276,545 △ 12,013

0

△ 14,348

1,786

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 全部委託 国で定めた公定価格に基づき給付

30410801 支給認定・利用者負担額決定

336,452

682

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①地域型保育事業実施施設
②保育が必要な満3歳未満の児童及び保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 3 満3歳未満の児童

①地域型保育事業実施施設が、施設を利用する児童の健や
かな成長のために適切な環境を提供できる。
②地域型保育事業実施施設を利用する児童が、健やかな成
長のために適切な保育を受けられる。

対象年齢

平成27年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 5歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

地域型保育給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 07

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 地域型保育給付事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度施設入所児童（延べ人数）

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

地域型保育利用児童数
91.08%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法令等に基づき、保育の実施を民間保育所に委託することで、児童増加に伴う保育需要に対応できることから、役割
分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

地域型保育給付費①

若干増加している

103.32%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

保育需要の状況に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向になる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育所に給付費を支払うもので
あり、コスト改善の余地、受益者負担の適正化余地は無い。

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育所に給付費を支払うもので
あり、成果向上の余地は無い。
また、民間保育所に委託することで、保育需要に対応した保育の実施につながるた
め、上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 地域型保育利用児童数

上位施策へ
の貢献度

99.30%
若干減少している

達成された
97.94%

★★★★★

88.51%

189,491.83 円 184,684.63 円 190,820.99 円

成果
指標

86.15%

100.63% 90.31%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
法令等に基づき、保育の実施を民間保育所に委託することで、児童増加に伴う保育需要に対応できることから、対
象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

94.39%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

概ね達成された

0歳児

214人

1歳児 2歳児 合計

633人 616人 1,463人

区分

小規模保育事業所（7か所）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 08

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 地域型保育補助事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成27年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 5歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

地域型保育給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

特別保育事業を実施する小規模保育施設

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

小規模保育施設において多様な保護者ニーズに対応した保
育サービスが提供され、保育内容の充実が図られる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 補助・負担等 保育施設に対する一部補助

30410301 民間保育所特別保育事業費補助金交付

6,666

1,515

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304109

低年齢児保育、障害児保育、一時預かり事業、延長保育等
を実施する小規模保育施設に対して補助を行う。

516 2,222 2,222

4,426 3,992 18,208 10,340

3,572 3,915 18,129 8,825 4,910

0

6,347

854

2,222

民間保育所特別保育支援事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

500 1,196 7,343 2,748 1,552

79 1,515 1,437 1,515

0

0.20人 0.20人

6,666

854 77 1,515

2,222

1/3 1/3 1/3 1/3

700 1,738 6,801 2,254

77

0.11人 0.01人 0.01人 0.20人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 33/100

0.19人

0

吉川市単独

1,51579 1,515 1,437

3,737 3,737

8,181 8,181

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

7 7
各年4月1日現在の市内の地域型保育事業実施保育施設数

7

0

4,279

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,226 1,058 4,064 5,338

77 7
対
象
指
標

①
地域型保育施設数

所
7 7

②

7,880
6,666 6,666

各年度の地域型保育事業実施施設への補助金交付額 3,469 3,715 5,309
活
 

動
 

指
 

標

①
特別保育事業費補助金

千円
9,332 7,880

②

③

7

7
7 7

各年4月1日現在の標準時間を超えて保育を実施している地域型保育施設数 7 7

延長保育実施保育所数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

所
7 7

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

１　民間保育所特別保育事業費補助金の補助対象

　 【補助対象事業】

障がい児保育事業 日本スポーツ振興センター負担金設置者負担事業

一時預かり事業 土曜日開所延長事業

延長保育対策事業 看護師配置事業

保育所医委託事業 緊急情報メール配信サービス事業

職員研修事業

教材備品購入事業

児童用図書購入事業

年間行事事業

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

令和3年6月22日

37.17% 47.14%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
市が小規模保育施設に対して補助を行うことで、共通した保育サービス導入を促すことが可能となり、対象・手段、意
図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

67.37%
★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度が低い

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、保育施設に補助を行うことで保育サービスの向上を促すことを目的
とし、定期的に対象事業を見直しを行っているため、コスト改善の余地は無い。また、
市が小規模保育施設に対して補助を行う事業であり、受益者負担の適正化の余地は
無い。

定期的に補助対象事業の内容を見直すことで、保育ニーズに応じた補助を行うことが
可能となるため、成果向上の余地はある。また、補助を行うことで小規模保育施設の
保育サービス充実を図ることにつながり、上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 特別保育事業費補助金

上位施策へ
の貢献度

258.98%
若干増加している

達成度が低い
100.00%

★★

100.00%

1,477,074.86 円 632,322.86 円 570,335.71 円

成果
指標

100.00%
延長保育実施保育所数①

若干減少している

90.20%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

関連：「２．効果的な公共サービス❷市民の利便性向上」に関連し、今後とも必要な事業である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/所

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

地域型保育施設数
105.07%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

保育提供の実施主体たる市が小規模保育施設に対して補助を行うことで、共通した保育サービス導入を促すること
が可能になることから、本事務事業を担うのは市以外にない。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

①

②

正職員投入人員

千円
-

目標(見込)値

県  補  助  率 1/3

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

412,775
373,185 373,185

各年度の施設等利用給付の額 - 189,334

施設等利用給付額 193,044

360,006

412,775
373,185 373,185

各年度の施設等利用給付の額 - 189,334 360,006
活
 

動
 

指
 

標

①
施設等利用給付額

千円
- 193,044

②

③

28- 29
対
象
指
標

①
施設等利用給付の対象施設数

所
- 30

②

0

35,444

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0 46,867 98,575 82,310

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

29 29
施設等利用給付の対象となる幼稚園、認可外保育施設等の数

30

目標(見込)値

吉川市単独

4,6961,027 4,696 3,690

168,847 168,847

385,063 385,063

0

0

1/3 1/3

4,696

93,296

1/2 1/2 1/2

95,240 190,120 189,820

1,006

0.13人 0.13人 0.62人 0.49人

0

47,683

1,027 4,696 3,690 4,696

0

0.62人 0.62人

380,367

1,006

前年度事務事業

区　　　　　分区分

304114

国  補  助  率

47,227 95,104 94,910

0 189,334 383,799 367,040

0 188,328 382,772 362,344

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無

93,296

予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円)

幼稚園、認可外保育施設等の運営者又は保護者に対し、給
付費（幼稚園：月額上限2.57万円、預かり保育：月額上限1.13
万円、認可外保育施設等：月額上限3.7万円）を支払う。

94,580 122,920 122,920

174,016

0

177,707

施設型給付事業

決算(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

目
　
　
　
的

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/2 1/2

1/3

執 行 方 法 補助・負担等 市内の幼稚園等へ給付費の支給

30411001 施設等利用給付認定の決定

380,367

30411006 施設等利用給付の支給（法定代理受領）

4,696

対　　象
（誰を、何を）

①幼稚園（旧制度）、認可外保育施設等を利用する保護者
②幼稚園（旧制度）、認可外保育施設等の設置者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

子育てのための施設等利用給付対象となる幼稚園等を利用
する児童の健全育成と、保護者の経済的負担軽減が図られ
る。

対象年齢

令和1年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 1歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

施設等利用給付金給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 09

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 施設等利用給付金給付事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度（令和2年2月末時点）の主な対象施設及び利用者数

施設名

1 1

2

3 1

4 2

5

6 1

7 2

8 3

9 4

10 5

11 6

7

4412062吉川幼稚園

4882395茂幼稚園

施設名 新1号 新2号評

価

年

度

の

主

な

取

組

この事務事業は、法令に基づいて市が担うこととなっており、市以外の実施主体は無い。

12

施設等利用給付額

新3号

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

施設等利用給付額

平成30年度

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

現状のとおり継続して実施する。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

   改善のうえで継続

効率化

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

①

令和元年度

★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

今後、児童数が減少傾向になる。 児童数が減る一方で、保育者が児童1人当たりに手厚く保育を行うこと
が可能となる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、国が定める額により、幼稚園、認可外保育施設等に給付費を支払
うものであり、コスト改善の余地、受益者負担の適正化余地は無い。

この事務事業は、国が定める額により、幼稚園、認可外保育施設等に給付費を支払
うものであり、成果向上の余地は無い。また、給付費を支給することで、保育需要に
対応した保育の実施につながるため、上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 施設等利用給付額

上位施策へ
の貢献度

101.95%

評価不可 98.08%

1,019.54 円 1,000.00 円

成果
指標

87.22%

★★★★

令和2年度

コスト改善
の余地

評価不可 98.08%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
この事務事業は、幼児教育・保育の無償化の対象となる幼稚園、認可外保育施設等を利用する保護者に対して、法
令に基づき市が給付費を支給するものであるため、対象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

87.22%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

令和3年6月22日

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

概ね達成された

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

今後の方針

新1号 新2号 施設名 新1号 新2号

新
制
度
未
移
行
幼
稚
園

吉川あさひ幼稚園 1270 37 12 越谷くるみ幼稚園 1 0 新制度幼稚園 山梨学院幼稚園 0 12

ワカマツ幼稚園 1985 347 13 たから幼稚園 60 48

14 みひかり幼稚園 12 0 認定子ども園 こどものもり 0 17

15 静浄院幼稚園 24 0 吉川さくらの森 0 22

吉川ムサシノ幼稚園 3002 438 16 東京いずみ幼稚園 ０ 12

みやおか幼稚園 317 67 17 彦成幼稚園 12 0

ちくみ幼稚園 48 48

12

37

三郷ひかり幼稚園 84 12 こぐま保育園リトルベア 0 5

18 アスナロ幼稚園 11 0 八島家庭保育室 0

0

65

こぐま保育園フレンズ 0

12

12

さなえ幼稚園 405 216 kids duo　おおたかの森 0

いなほ幼稚園 12 0 リトルガーデン新習志野 0

天使幼稚園 7 12 ビーンズインターナショナル 0

認可外保育園

ちゃいるど園 0

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 市立保育所管理運営事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和44年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 51歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市立保育所運営事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

保護者の就労などにより、保育を必要とする乳幼児

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 06 生後６か月以上の未就学児

児童の心身ともに健やかな育成が図られる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

16,525

5.67%

12,988

1/21/2

12,988

執 行 方 法 直営

30410105 保育所入所申込

45,850

153,979

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304201

公立保育所2か所の管理運営

2,105   

1,659 2,136 2,295

242,471 230,459 265,635 232,572

75,146 63,967 43,205 38,519 △ 25,447

636

2,113

165,649

1,107

民間保育所保育委託事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

949 10,851 3,707 1,233 △ 9,618

220,294 191,757 26,924 237,879

37,778 83,900

0

83,900

1,676 2,047

54,889

20.33人 20.33人

51,691

165,649 164,833 237,879

1,107

4,162 2,105

164,833

21.33人 21.31人 20.94人 20.33人

県  補  助  率 1/2 1/2 1/2 1/2

△ 0.98人

37,778

11.61% 5.80% 5.09% 5.78%

吉川市単独

153,979165,405 153,979 △ 10,853

2,047

255,156 260,997

285,776 291,617

26,748 15,400 11,828 △ 14,920 16,525

0   

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

167 167
第一保育所及び第二保育所の定員数

167

846

23,700

受益者負担率（⑩÷⑤）

41,413

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

193,413 185,978 231,880 209,678

17.08%

167167 167

6,696 6,882 10,486 7,728

対
象
指
標

①
市立保育所定員

人
167 167

②
　

　  

2,080
2,080 2,080

年間延べ入所児童数 2,113 1,861 1,866
活
 

動
 

指
 

標

①
入所児童数

人
2,080 2,080

②
　

　
③

95

　

110
110 110

年度末時点の市立保育所の定員（延べ数）に対する入所率 105 93

　

　

市立保育所入所率

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
110 110

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉施設費

入所人数（年間延べ人数）

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

保育所業務へのＩＣＴ導入に向けた検討を行う。

令和3年6月22日

101.59% 89.47%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
　対象、手段については、妥当である。
　意図については、保育を必要とする乳幼児の心身の育成としていることから、妥当であると考える。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

89.71%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

　当事業は、人件費などの維持管理経費であり、コスト改善の余地は難しい。
　公立保育所及び民間保育所の保護者負担金については、国が定める基準額より低
く設定して、所得階層に応じて徴収しており、今後も国が定める基準額の改定に応じ
て、見直す余地はある。

　現在、待機児童対策として入所定員以上の乳幼児を受入れており、入所児童の増
員を図ることは不可能であるため、成果向上の余地はない。
　子育て世帯の就労支援や乳幼児の健全育成を目的としているため、上位施策への
貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 入所児童数

上位施策へ
の貢献度

100.65%
若干減少している

達成された
95.85%

★★★★★

84.92%

124,636.43 円 114,752.09 円 123,835.92 円

成果
指標

86.01%
市立保育所入所率①

若干増加している

107.92%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

子どもたちの安全・安心を確保するため、非耐震施設であった第二保育所の建て替えを行い、耐震化を図った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 　児童数が減少傾向となることで、児童１人当りに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質の向上につながる。

保育所業務のＩＣＴ導入に向けて令和３年度から検討する予定。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

保育所業務へのＩＣＴ導入に向けた検討を行う。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

入所児童数
90.67%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　平成30年度に公立保育所の役割について整理し、2園体制と決定したことから、役割分担について妥当であると考
える。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

保育所 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

第一保育所 71 144 192 216 204 216 1,043

第二保育所 72 96 144 153 168 190 823

合計 143 240 336 369 372 406 1,866

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 一時保育運営事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成5年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 27歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市立保育所運営事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

一時的に保育が必要な乳幼児
公立保育所で一時預かりを希望する乳幼児の保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 06 生後6か月以上の未就学児

　一時的に保育が必要な乳幼児の、心身の健全な育成が図
られる。
　また、保護者が安心して就労や出産、気分転換などを図る
ことができる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1,868

8.64%

30

1/3

1/3 1/3

1/3

30

執 行 方 法 直営

0

985

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304202

　保護者の就労や出産などの理由により、一時的に保育が
必要となる乳幼児の保育を実施する。
　①週3日以内の非定型的保育
　②疾病、事故、出産、介護などによる緊急保育
　③育児疲れなどによる月1回のリフレッシュ保育

2,567 1,868 1,868

 

20,157 4,755 20,505 6,898

3,538 4,677 0 0 △ 4,677

0

2,143

16,619

1,868

ファミリーサポートセンター

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

1,566 1,301 1,175 1,868 567

20,505 6,898 6,821 21,616

5,913 20,631

0

20,63117,977

0.13人 0.13人

0

16,619 77 21,616

1,868

1/3 1/3 1/3 1/3

1,566 1,301 3,175 3,868

77

2.14人 0.01人 0.32人 0.13人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

0.12人

5,913

11.71% 16.95% 8.64%

吉川市単独

9852,528 985 907

15,982 15,982

21,616 21,616

2,402 1,169 1,169 1,868

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

  

60 60
一時預かり保育利用登録者数

110

△ 2

△ 2,158

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

17,019 2,143 13,714 △ 15

2634 45

6 10 39 8

対
象
指
標

①
一時預かり保育利用申込児童数

人
110 110

②
　

　

2
2 2

一時保育を実施している市立保育所 2 1 2
活
 

動
 

指
 

標

①
一時保育実施保育所数

所
2 2

②
　一時保育利用定員数

人
20

  
　

③

20 20
20

697

20
20 20

50 20
20 20

年間延べ利用児童数÷年間延べ定員(開室日数×10人×公立数)×100 23.6 16.1 11.9

2,400
1,500 1,500

年間延べ一時保育利用児童数 1,396 946

　

　1日当たり1施設10人×実施公立保育所数

一時保育利用件数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

一時保育利用率
%

50

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
2,400 2,400

20

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉施設費

一時保育利用児童数（日単位年間実施延べ人数）

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がかなり低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

100.00% 50.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
　対象と手段については、一時的な保育を必要とする乳幼児と保護者としているため妥当であると考える。
　意図については、就労などにより保育に欠ける乳幼児を保育しているため、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がやや低い

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

　保護者の事由にあわせて、子どもを一時的に預かる保育サービスであり、公立のほ
か、民間保育所においても実施していることから、コスト改善の余地はない。
　一日利用や半日利用など保護者の利用実態に即しながら、1日当たりの利用数や
受益者負担額などを検討する余地はある。

　待機児童の減少に合わせて、これまでの利用者とのに変化が見受けられることか
ら、利用の事由に合わせ、内容の充実等を図る余地はある。
　当事業は、子育て支援の観点から保育サービスの提供や育児不安の解消などに寄
与しており、上位施策に貢献している。

達成された

達成度が低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 一時保育実施保育所数

上位施策へ
の貢献度

196.91%
増加している

達成された
58.17%

★★★★★

39.42%

9,896.74 円 14,438.95 円 5,026.03 円

成果
指標

29.04%
一時保育利用件数①

減少している
34.81%

令和元年度

★★★ ★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

　平成17年度より、土曜日の利用時間を拡大している。また、より多くの人が公平に利用できるよう、リフレッシュ利用の目安を月1回程度として
る。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

　予約の順番によって、緊急による利用など、保育の必要性の高い方
の利用が確実に行われているか検証する必要がある。

　待機児童の減少に伴い、一時保育の利用者数も減少にあるため、希
望通りの一時保育利用ができると思われる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

一時保育利用件数
141.27%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　現在、公立保育所2か所、民間保育所1か所が実施しており。保護者の需要や立地などの利便性などについて、検
討する必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

リフレッシュ 0人 4人 4人

合計 691人 6人 697人

種類 第一保育所 第二保育所 計

非定型 556人 2人 558人

緊急保育 135人 0人 135人

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 障がい児保育事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成8年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市立保育所運営事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

集団保育が可能な障害などがある乳幼児と保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 06 生後6か月以上の未就学児

　①対象となる乳幼児を保育し、健全な育成を図る。
　②保護者が安心して就労などが出来る場所を提供する。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

30410105 保育所入所申込

0

1,363

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304203

　障がいなどがある乳幼児の保育
　①障がい児担当の保育士（加配）を配置
　②1施設当たりの受入れ人数は、3人を上限としている。

0

43,137 20,922 24,459 18,552

25,198 20,767 0 0 △ 20,767

0

△ 2,370

17,939

こども発達センター

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

24,459 18,552 18,397 1,363

17,189

0

23,985

0.18人 0.18人

0

17,939 155 1,363

155

2.31人 0.02人 0.06人 0.18人

県  補  助  率

0.16人

17,189

吉川市単独

1,363474 1,363 1,209

1,363 1,363

1,363 1,363

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

  

17 17
観察保育を実施した児童数

17

△ 27

△ 2,343

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

43,072 20,871 24,374 18,528

817 14

65 51 85 24

対
象
指
標

①
障がいがあると思われる児童の申込数

人
17 17

②
　

　

2
2 2

障がい児保育を実施している市立保育所 2 2 2
活
 

動
 

指
 

標

①
障がい児保育の実施保育所数

所
2 2

②
　

  
　

③

 

96

 

100 100
100 100

年間延べ障がい児入所児童数÷（1施設3人×2か所×12月）×100 283 226 133

204
204 204

年間延べ障がい児入所児童数 204 163

　

　

障がい児入所児童数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

障がい児保育入所率
%

100

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
204 204
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民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉施設費

令和２年度　障がい児の入所状況（年間延べ人数）各月1日現在の累計

第二 0 0 0 0 12 24 36

合計 0 0 12 12 36 36 96

保育所 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

第一 0 0 12 12 24 12 60

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度が低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年度から保育充実事業に統合。

令和3年6月22日

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討 　対象及び手段については、保育に欠ける健常児と集団での生活が可能な障がい児が同じクラスで一緒に保育して
おり、妥当である。
　意図については、就労等により保育に欠ける乳幼児を保育しているため妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

当事業のコストは、保育士の人件費であり、コスト改善の余地はない。
障がい児保育に関する受益者負担は、保育所保育料（保護者負担金）として徴収して
いるため、適正化の余地はない。

障がい児や気になる子の受入れについて、年々需要は高くなっている。
当事業は、子どもの健やかな成長を支援するなど保育サービスの向上に寄与するも
のであり、上位施策に貢献している。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 障がい児保育の実施保育所数

上位施策へ
の貢献度

150.56%
減少している

達成された
100.00%

★★★★★

79.90%

193,250.44 円 211,456.08 円 128,357.02 円

成果
指標

47.06%
障がい児入所児童数①

減少している
60.70%

令和元年度

★★★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成17年度から障がい児保育に伴う補助制度を設け、民間保育所においても受入れ可能となった。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

　配慮が必要な園児の増加により、事故やケガが発生する機会が増加
することが予想されることから、加配保育士の確保が必要となる。

　配慮が必要な子の保育を習得し、加配児を担任していない保育士へ
もその技術を伝えることで、保育所全体の質の向上が図れる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

令和3年度から保育充実事業に統合。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

障がい児入所児童数
81.26%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　障がい児の保育は、年々増えている傾向がある中、公立保育所や民間保育所において、受入れを実施しており、
継続していく必要があることから妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 学童保育事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和52年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 43歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

学童保育事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 学童保育費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

保護者の就労などにより、放課後に監護が必要な児童

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

6 12 小学1～6年生

児童の心身ともに健やかな育成が図られる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

66,197

27.35%

20,498

1/3

1/3 1/3

1/3

20,498

執 行 方 法 直営

30411401 学童保育室入室申請

41,066

30411402 学童保育室退室届

29,614

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304204

市内の全小学校区ごとに学童保育室を設置し、放課後や長
期休業日に適切な遊び及び生活の場を与える。

29,521 30,098 30,098

1,660 2,136 2,295

173,576 184,343 234,922 222,254

158,853 173,633 58,699 49,048 △ 124,585

635

37,912

13,047

30,098

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

27,002 29,381 54,830 41,728 12,347

174,087 170,911 161,861 198,943

141,297 169,329

0

169,329

1,676 2,047

147,072

3.91人 3.91人

41,066

13,047 9,050 198,943

30,098

1/3 1/3 1/3 1/3

27,185 29,415 60,593 58,936

9,050

1.68人 1.17人 3.42人 3.91人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

2.74人

141,297

31.68% 13.68% 20.51% 27.35%

吉川市単独

29,61427,015 29,614 20,564

2,047

95,165 95,165

242,056 242,056

58,403 32,140 45,578 △ 12,825 66,197

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

  

4,400 4,400
毎年5月1日現在の小学児童総数

 

4,400

△ 5,525

14,394

受益者負担率（⑩÷⑤）

56,291

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

42,775 46,521 71,319 60,914

32.43%

4,4004,454 4,440

20,323 20,623 16,040 15,098

対
象
指
標

①
市内8小学校の在籍児童数

人
4,454 4,440

②
　

　

294
293 293

日曜日、国民の祝日及び12月29日～1月3日を除く 291 294 294
活
 

動
 

指
 

標

①
学童保育室年間開室日数

日
291 292

②
学童保育支援員・補助員の確保率

%
100

　  
③

100 100
100

0

100
96 85

　  

0
0 0

4月1日現在における学童保育待機児童数 0 0

　

4月1日現在における確保率

学童保育室入室待機児童数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
0 0

89
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民生費 / 児童福祉費 / 学童保育費

令和2年度　学童保育室利用状況（年間延べ人数）各月1日現在の累計

美南 955 667 506 229 26 38 2,421

合計 3,015 2,216 1,619 1,076 336 180 8,442

中曽根 341 270 161 151 34 8 965

旭 69 91 52 37 29 4 282

栄 338 306 273 128 71 39 1,155

三輪野江 116 96 69 56 19 1 357

北谷 344 241 66 98 42 59 850

吉川 508 303 327 231 35 23 1,427

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 計

関 344 242 165 146 80 8 985

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

100.00% 100.68%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討 　対象や手段、意図については、保護者の就労などの理由から、保育に欠ける児童とされ、健全育成の目的を図る
事業であることから、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

　建設から年数の経った学童施設を学校内に移すなど、施設の維持管理の面でコス
ト改善の余地はある。
　学童保育料の適正化については、社会情勢や近隣団体の状況などを考慮しなが
ら、慎重に見極める必要がある。

　学童内で学びの機会を設けるなど、より充実した過ごし方を図る余地はある。
　放課後児童対策の充実を内容とした基本計画にも即しており、貢献していると考え
る。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 学童保育室年間開室日数

上位施策へ
の貢献度

120.57%
若干増加している

達成された
100.00%

★★★★★

100.00%

755,967.07 円 596,479.60 円 627,015.75 円

成果
指標

100.00%
学童保育室入室待機児童数①

若干増加している

105.12%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

　平成26年度までは、小学1年生から3年生までの受入れであったが、法改正により、平成27年度から6年生までに拡大した。
　また、定員増を図る学童保育室については、必要に応じて施設整備や備品購入、施設修繕などを実施している。
　なお、令和元年度には美南学童（分室）1室を更に整備した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

　学童保育室の利用者が増加することで、保育室及び支援員・補助員
の確保が必要となる。

　今後、共働きなどの増加により、学童保育室の利用者も増加する。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

　

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（ゼロ値目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

学童保育室年間開室日数
104.54%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　他の自治体では、放課後児童健全育成事業に関する運営について、公設民営や民設民営など運営方法も様々で
あり、非営利団体や指定管理者制度などによる運営について、研究していく必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 第二保育所再整備事業（繰越明許）
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成30年度 令和2年度

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 2歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市立保育所整備事業（繰越明許）

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

第二保育所

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

安心安全な保育環境の整備を図る。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無

建設工事の実施
備品等の購入他各種契約

0

0 408,553 50,248 47,493

0 405,769 47,641 47,190 △ 358,579

0

△ 361,060

学童保育施設整備事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

2,607 303 △ 2,482

0

0

2,785

2,785

0.36人 0.33人 0.04人

県  補  助  率

336,400 42,900 42,100

△ 0.32人

0

吉川市単独

2,607 303 △ 2,482

0 0

0 0

0

△ 294,300

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

- -
再整備する施設の数

1

△ 50,464

△ 16,296

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0 16,948 2,607 652

10 1

55,205 4,741 4,741

対
象
指
標

①
整備施設数

所
0 1

②
　

　

1
- -

契約の数（引越2、解体1、廃棄物処分2、建設2、備品購入1） 0 7 1

各種契約の契約数
件

0 8

　

　

　

建設事業全体の進捗率

100

100 100

　

活
 

動
 

指
 

標

①

②

③

 

- -
引越5%・廃棄5%・解体15%・建設50%・備品15%・引越5%・廃棄5% 75

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ
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民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉施設費

建物概要

　構造　軽量鉄骨２階建

これまでの
改革・改善内容

限られた期間内での解体および建設などを実施しなければならないことから、効率的な発注方法と契約時期を考慮し発注手続きを行った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素）

児童数が今後減少傾向となる。

判断理由（特記事項）
・当該事業を遂行するために市が施工する手段については、妥当である。
・旧耐震で建設された旧園舎を建て替える意図は妥当である。

・当該事業を遂行するために市が施工することは妥当である。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針 　手段を改善（実施主体・手段の改善）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

令和2年度で整備完了。

一次評価日 島村　善和

   拡　大      縮　小

　現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

他の事業に統合   改善のうえで継続

二
次
評
価

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針 　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

令和2年度で整備完了。

二次評価日

終了・完了

   拡　大 効率化

　現状のまま継続 他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

種別

達成された

112.50%

対象・手段   　　妥当　　    要検討

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

目
標
達
成
度

評価結果

達成された
★★★★★

令和2年度

改

革

改

善

機会（プラス要素）

保護者が安心して児童を預けられる環境となる。

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

①

上位施策へ
の貢献度

81.37%

75.00%

47,492,960.00 円 58,364,773.14 円

成果
指標

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

敷地面積 建築面積 延べ面積
床面積
（１階）

床面積
（２階）

　　  あり　　      なし

100.00%

　　  あり　　     なし

区　　　分

妥

当

性

有

効

性

①

　廃止・休止

     縮　小

令和3年5月28日

   改善のうえで継続

終了・完了

効率化

単位当たりコスト換算指標

各種契約の契約数

単位 ： 円/件
・全ての契約について、入札など正規の手続きを行っていることからコスト改善の余地
はない。
・建設事業のため、受益者負担の適正化の余地はない。

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

事

業

評

価

（ゼロ値目標指標）

建設事業全体の進捗率

（増加目標指標）
・新園舎での保育が開始され、これ以上の成果向上の余地はない。
・既存の場所での建て替えを実現した事業であることから上位施策への貢献度は高
い。

効

率

性

令和元年度

★★★

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

単位当たり
コスト

変動率 減少している

評価指標　（指標性質）

各種契約の契約数

園庭

1876.77㎡ 430.00㎡ 842.14㎡ 421.07㎡ 421.07㎡ 866㎡

活動指標　を単位として換算

　　  あり　     　 なし

令和2年度 平成30年度
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